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衆議院財務金融委員会ニュース

H23.6.8 第 177 回国会第 21号

6月 8日（水）、第 21回の委員会が開かれました。

１ 理事の補欠選任

・理事の補欠選任を行いました。

理事 山 本 幸 三君（自民）（理事後藤田正純君去る１日委員辞任につきその補欠）

２ 東日本大震災に対処して金融機関等の経営基盤の充実を図るための金融機能の強化のための特別措置に関する法律

及び金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律案（内閣提出第 73号）

・野田財務大臣、自見国務大臣（金融担当）、東内閣府副大臣、篠原農林水産副大臣、和田内閣府大臣政務官、黒岩法

務大臣政務官、田名部農林水産大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。

・採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

（賛成―民主、自民、公明、共産）

・岸本周平君外３名（民主、自民、公明、共産）から提出された附帯決議案について、岸本周平君（民主）から趣旨

説明を聴取しました。

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産）

（質疑者及び主な質疑内容）

三 村 和 也君（民主）

・被災地の金融機関の経営状況について、どの程度把握

しているのか。

・本法律案の趣旨及び内容について伺いたい。

・金融機能強化法の改正をこの時期に行う必要性につい

て伺いたい。

吉 野 正 芳君（自民）

・原発事故とそれによる風評被害の影響を受けた金融機

関は、震災特例の対象になるのか。

・原発事故の影響を受けている金融機関で、今後の財務

状況の見通しがつきにくい所については、その事情を

十分に考慮した法運用が必要だと考えるが、政府の方

針を伺いたい。

・被災地の農協や漁協等については、合併等ではなく、

単独での事業再構築ができるように支援する必要があ

るのではないか。

山 本 幸 三君（自民）

・被災地における債務者救済のために特定調停法等によ

る債務整理を積極的に進めていく必要があると考える

が、現在の状況と政府の方針を伺いたい。

・金融機関が債務免除した際の免除者・被免除者の双方

における税務上の取扱いを伺いたい。

・モラルハザードの問題よりも被災地の再生を重視して

二重ローン問題に対応していくべきだと考えるが、野

田財務大臣及び自見金融担当大臣の見解を伺いたい。

竹 内 譲君（公明）

・第２次補正予算の提出時期及び内容について伺いたい。

・復興構想策定の進捗状況について伺いたい。

・被災地域内土地や金融機関保有の被災企業向け債権の

国による買取り策の検討状況について伺いたい。また、

二重ローン問題への対応について伺いたい。

佐々木 憲 昭君（共産）

・経営強化計画の策定において、収益性・効率性に関す

る目標設定を求めないとした理由について伺いたい。

・経営強化計画に記載を求める震災からの復興に資する

方策の内容について伺いたい。

・二重ローン問題の根本的解決に向けた取組について自

見金融担当大臣の見解を伺いたい。


